
指定福祉用具貸与及び指定介護予防福祉用具貸与事業所  貸与 

さくらケアリース東青運営規程 

  

（事業の目的）  

第１条   

株式会社オーティーエーが開設するさくらケアリース東青（以下「事業所」という。） 

が行う指定福祉用具貸与及び指定介護予防福祉用具貸与の事業（以下「事業」という。）の 

適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の専門相談 

員が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者（以下「要介護者等」という。）に対し適正 

な指定福祉用具貸与、指定介護予防福祉用具貸与を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針）  

第２条   

１． 事業所の専門相談員は、要介護者等となった場合においても、その利用者が可能な限りその 

居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の 

心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえた適切な福祉用具の選定の援助、取付 

け、調整等を行い、福祉用具を貸与することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、そ 

の機能訓練に資するとともに、利用者を介護する者の負担の軽減を図ることを目的とする。 

２．事業の実施にあたっては、関係市町村、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福 

祉サービスを提供する者との密接な連携に努めるものとする。 

３. 事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、 

従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 

４. 指定福祉用具貸与(指定介護予防福祉用具貸与)の提供にあたっては、介護保険法第 118 条の 

2 第 1 項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう 

努めるものとする。 

５. 指定福祉用具貸与（指定介護予防福祉用具貸与）の提供の終了に際しては、利用者又はその家 

族に対して適切な相談又は助言を行うとともに、居宅介護支援事業所へ情報の提供を行うもの 

とする。 

６. 前５項のほか、「青森市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定 

  める条例」（平成２５年条例第８号）、「青森市指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定 

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例」 

（平成２５年青森市条例第９号）に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

 

 

 



（事業所の名称及び所在地）  

第３条  

事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

①  名   称  さくらケアリース東青 

②  所 在 地  青森市原別三丁目 4-12-105 号 

 

（従業者の職種、員数及び職務の内容）  

第４条  

事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。 

①  管理者 １名（常勤、福祉用具専門相談員と兼務） 

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

②  福祉用具専門相談員 2 名（常勤２名 うち管理者と兼務１名） 

福祉用具専門相談員は、（介護予防）福祉用具貸与計画の作成・変更等を行い福祉用具 

の提供にあたる。 

 

（営業日及び営業時間）  

第５条  

事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

①  営業日 月曜日から金曜日までとする。 

 ただし、祝日、８月１３日から８月１５日、１２月２９日から１月３日を除く。 

②  営業時間 月曜日から金曜日 ８時 30 分から１７時 30 分 

③  電話等により、24 時間常時連絡が可能な体制とする。 

 

（指定福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の提供方法）  

第６条  

１．指定福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、第３項に規定する福祉用具貸与

計画及び介護予防福祉用具貸与計画に基づき福祉用具が適切に選定され、かつ、使用されるよう、専

門的知識に基づき相談に応じるとともに、目録等の文書を示して福祉用具の機能、使用方法、利用

料、全国平均貸与価格等に関する情報を提供し、個別の福祉用具の貸与に係る同意を得るものとす

る。  

２．指定福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与を行う場合には、利用者の身体の状況等に応じて福祉

用具の調整を行うとともに当該福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障 時の対応等を記載し

た文書を利用者に交付し、十分な説明を行った上で、必要に応じて利用者に実際に当該福祉用具を使

用させながら使用方法の指導や修理等を行うものとする。  

３．福祉用具専門相談員は、利用者の希望、心身の状況及びその置かれている環境を踏まえ、指定福祉用

具貸与及び指定介護予防福祉用具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容

等を記載した福祉用具貸与計画及び介護予防福祉用具貸与計画を作成、交付をする。  

 



４. 選択制の対象福祉用具の提供にあたっては、福祉用具専門相談員が、（介護予防）福祉用具貸与又は

（介護予防）特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できる事について、利用者等に対し、メリ

ット及びデメリットを含め十分説明を行う事とするとともに、利用者の選択に当たって必要な情報を

提供すること及び医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ、提案を行うものとする。また

６ヶ月に１回のモニタリングを行い、継続の必要性について会議等で検討します。 

 

（指定（介護予防）福祉用具貸与の提供方法及び取り扱う種目）  

第７条  

１．指定福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の提供方法は次の通りとする。  

（１） 専門相談員が、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて使用方法の指導、

留意事項、故障時の対応等などの説明を行う。  

（２） 専門相談員が、機能、使用方法、安全性、衛生状態等の点検を行う。  

２．事業所において取り扱う福祉用具の種目は次の通りとする。 

     ① 車いす及び車いす付属品（※） ② 特殊寝台及び特殊寝台付属品（※） 

    ③ 床ずれ予防用具（※）         ④ 体位交換器（※） 

     ⑤ 手すり                       ⑥ スロープ  

⑦ 歩行器                       ⑧ 歩行補助つえ 

    ⑨ 認知症老人徘徊感知機器（※） ⑩ 移動用リフト(吊り具部分を除く（※）  

⑪ 自動排泄処理装置 （要介護 4 以上） 

※要介護１、要支援１、要支援２の者については、※印の種目は算定しない。  

ただし別に厚生労働大臣が定める状態にある者等については除く。  

※選択制の福祉用具：固定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）、 

多点杖は、貸与又は販売の選択をする事が出来る。 

 

（利用料及びその他の費用の額） 

第８条  

１． 指定福祉用具貸与又は指定介護予防福祉用具貸与を提供した場合の利用料の額は別に定める価格表

に記載されている額とし、当該指定福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与が法定代理受領サービ

スであるときは、利用料の額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額と

する。 

２． 半月の日数に満たない利用の場合は利用料を半月分とする。但し、同月内での搬入、搬出の場合は１

ケ月分の利用料とする。 

３． 次条の通常の事業の実施地域を越えて行う福祉用具貸与又は介護予防福祉用具貸与に要した交通費

は、その実費を徴収する。なお自動車を使用した場合は、次の額を徴収する。  

① 通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道１０ｋｍまで１，０００円  

② 通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道１０ｋｍ以上 

１ｋｍ増すごとに １，０００円に１００円を追加  

 



４． 福祉用具の搬入及び搬出に特別な措置(クレ－ン車．はしご車．ユニック車等)が必要な場合は、利用

者にご了解の上当該措置に要する費用についてその実費を徴収する。 

５． 前４項の利用料その他費用の支払いを受けたときは、個別の費用ごとに区分して記載した領収書を

交付する。 

６. 指定福祉用具貸与及び指定介護予防福祉用具貸与の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用に関し事前に文書で説明した上で、その内容及び支

払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けるものとする。  

７. 法定代理受領サービスに該当しない指定福祉用具貸与又は指定介護予防福祉用具貸与に係る利用料

の支払いを受けた場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載し

たサービス提供証明書を利用者に対して交付する。 

 

（通常の事業の実施区域） 

第９条  

通常の実施区域は、青森県全域とする。 

 

（事故発生時の対応） 

第１０条  

１. 事業者は、利用者に対する事業の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当

該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。  

２. 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録する。 

３. 事業者は、利用者に対する事業の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やか

に行う。  

 

（苦情処理） 

第１１条  

１. 事業者は、提供した指定福祉用具貸与又は指定介護予防福祉用具貸与に対する利用者及びその家族か

らの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等必要な措置を

講じる。 

２. 事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録する。  

３. 事業者は、提供した事業に関し、介護保険法第 23 条の規定により市町村が行う文書その他の物件の

提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦

情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。  

４. 事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善内容を市町村に報告する。  

５. 事業者は、提供した指定福祉用具貸与又は指定介護予防福祉用具貸与に係る利用者からの苦情に関し

て国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又は助

言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。 

 



６. 事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国民健康保険

団体連合会に報告する。 

 

（衛生管理等） 

第１２条  

１. 事業所は、従業者の清潔の保持と健康状態について必要な管理を行うとともに、 事業所の設備及び

備品について、衛生的な管理に努めることとする。 

２. 福祉用具の消毒及び保管については、次の事業者に委託する。  

３. 事業所は、委託業務の実施状況について定期的に確認し、その結果等を記録するものとする。  

４. 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないよう次の各号に掲げる措置を講じるも

のとする。  

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的

に実施する。 

 

（個人情報の保護） 

第１３条  

１. 事業所は、利用者又は家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」 及び厚生労働省が

策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し

適切な取り扱いに努めるものとする。  

２. 事業者が得た利用者又は家族の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の目的では

原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については利用者又は家族の同意を、あらかじめ書

面により得るものとする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１４条  

１. 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の発生又は再発を防止するため次の措置を講ずるものとする。

① 虐待を防止するための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる 

  ものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る。 

② 虐待防止のための指針の整備 

③ 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

２. 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する

者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報するもの

とする。 



（ハラスメント対策）  

第１５条  

事業者は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において性的な言動または優越的な関係

を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業環境が害される

ことを防止するための方針の明確化等必要な措置を講じるものとする。（本契約を継続しがたいと判

断した場合は、契約を終了する場合もある。）  

 

（業務継続計画の策定等） 

第１６条 

１. 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定福祉用具貸与（指定介護予防福 

祉用具貸与）の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものと

する。 

２. 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に 

実施するものとする。 

３. 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと 

する。 

 

（その他運営についての留意事項） 

第１７条 

１. 事業者は、従業者の資質の向上のために研修の機会を次の通り設けるものとし、又、業務の執行体制

についても検証、整備する。 

   （１） 採用時研修 採用後の一ヶ月以内  

（２） 継続研修 年一回  

２. 福祉用具専門相談員は、常に自己研鑽に励み、指定福祉用具貸与の目的を達成するために必要な知識

及び技能の修得、維持及び向上に努める。  

３. 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。また、従業者であった者も同様と

する。  

４. 事業者は、従業者及び従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させる

ため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内

容とする。  

５. 事業者は、利用者に対する指定（介護予防）福祉用具貸与の提供に関する諸記録を整備、保存し、利

用者へのサービス提供終了の日から起算して最低２年間保存するものとする。また、事業者は、請求

及び受領に係る記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとする。  

 

 

 

 



この規程に定めるものの他に、この事業所の運営に関する重要事項は株式会社オーティーエーと事業

所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

 附 則 令和 6 年 1 月１日施行 

変 更 令和 6 年 4 月 1 日 第 6 条の 4 追加 第 7 条の 2 追加 



指定特定福祉用具販売及び指定特定介護予防福祉用具販売  販売 

さくらケアリース東青運営規程 

 

(事業の目的)  

第１条  

株式会社オーティーエーが開設するさくらケアリース東青（以下「事業所」 という。） が行う指定

特定福祉用具販売及び指定特定介護予防福祉用具販売の事業（以下「事業」とい う。）の適正な運営

を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の福祉 用具専門相談員が、要介

護状態又は要支援状態にある高齢者（以下「要介護者等」という。） に対し、適正な指定特定福祉用

具販売、指定特定介護予防福祉用具販売を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条  

１. 事業所の専門相談員は、要介護者等となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅にお

いて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の心身の状況、希望

及びその置かれている環境を踏まえた適切な特定福祉用具の選定の援助、取り付け、調整を行い、特

定福祉用具を販売することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能訓練に資するととも

に、利用者を介護する者の負担の軽減を図ることを目的とする。 

２. 事業の実施にあたっては、関係市町村、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者との密接な連携に努めるものとする。 

３. 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業者に

対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 

４. 指定特定福祉用具販売(指定特定介護予防福祉用具販売)の提供にあたっては、介護保険法第 118 条の

2 第 1 項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努める

ものとする。 

５. 指定特定福祉用具販売（指定特定介護予防福祉用具販売）の提供の終了に際しては、利用者又はその

家族に対して適切な指導を行うとともに居宅介護支援事業者へ情報の提供を行うものとする。 

６. 前５項のほか、「青森市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例」（平成２５年条例第８号）、「青森市指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サー

ビス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例」（平成２５年青森市条例第９号）に定める内容を遵守し、事

業を実施するものとする。 

 

 

 

 



（事業所の名称及び所在地）  

第３条  

事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

①  名   称  さくらケアリース東青 

②  所 在 地  青森市原別三丁目 4-12-105 号 

 

（従業者の職種、員数及び職務の内容）  

第４条  

事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。 

①  管理者 １名（常勤、福祉用具専門相談員と兼務） 

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

②  福祉用具専門相談員 2 名（常勤２名 うち管理者と兼務１名） 

福祉用具専門相談員は、特定（介護予防）福祉用具販売計画の作成・変更等を行い福祉用具 

の提供にあたる。 

 

（営業日及び営業時間）  

第５条  

事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

①  営業日 月曜日から金曜日までとする。 

 ただし、祝日、８月１３日から８月１５日、１２月２９日から１月３日を除く。 

②  営業時間 月曜日から金曜日 ８時 30 分から１７時 30 分 

③  電話等により、24 時間常時連絡が可能な体制とする 

 

（指定特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売の提供方法） 

第６条  

１. 指定特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売の提供にあたっては、第３項に規定する特定福

祉用具販売計画および特定介護予防福祉用具販売計画に基づき、福祉用具が適切に選定され、かつ、

使用されるよう、専門的知識に基づき相談に応じるとともに、目録等の文書を示して特定福祉用具の

機能、使用方法、販売費用の額等に関する情報を提供し、個別の特定福祉用具の販売に係る同意を得

るものとする。 

２. 指定特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売を行う場合には、利用者の身体の状況等に応じ

て特定福祉用具の調整を行うとともに、当該特定福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の

対応等を記載した文書を利用者に交付し、十分な説明を行った上で、必要に応じて利用者に実際に当

該特定福祉用具を使用させながら使用方法の指導を行うものとする。 

３ 福祉用具専門相談員は、利用者の希望、心身の状況及びその置かれている環境を踏まえ、指定特定福

祉用販売及び指定特定介護予防福祉用具販売の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの

内容等を記載した特定福祉用具販売計画及び特定介護予防福祉用具販売計画を作成、交付する。また、

特定福祉用具販売における目標の達成状況の確認を６ヶ月以内に一度確認します。 



 

４. 計画に基づき、特定福祉用具が適切に選定され、かつ、使用されるよう、専門的知識に基づき相談に

応じるとともに、目録などの文書を示して特定福祉用具の機能、使用方法、販売 費用の額等に関する

情報を提供し、個別の特定福祉用具の販売に係る同意を得る。 

５. 選択制の対象福祉用具の提供にあたっては、福祉用具専門相談員が、（介護予防）福祉用具貸与又は

（介護予防）特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できる事について、利用者等に対し、メリ

ット及びデメリットを含め十分説明を行う事とするとともに、利用者の選択に当たって必要な情報を

提供すること及び医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ、提案を行うものとする。 

 

（取り扱う種目）  

第７条 

 指定特定福祉用具販売において、取り扱う種目は次のとおりとする。 

 ① 腰掛便座  

② 自動排泄処理装置の交換可能部品 

 ③ 入浴補助用具 

 ④ 簡易浴槽  

⑤ 移動式リフトのつり具部分 

⑥ 固定用スロープ ※１ 

⑦ 歩行器（歩行車を除く）※１ 

⑧ 単点杖（松葉づえを除く）※１ 

⑨ 多点杖 ※１ 

 ※１ 選択制対象福祉用具 

（販売費用の額及びその他の費用の額） 

 第８条  

１. 指定特定福祉用具販売又は指定特定介護予防福祉用具販売を提供した場合の販売費用は別に定める          

価格表の額とする。  

２. 前項に定めるもののほか、利用者から次の費用の支払を受けるものとする。 

   ① 次条の通常の事業の実施地域を越えて行う指定特定福祉用具販売又は指定特定介護予防福祉用

具販売に要した交通費は、その実費を徴収する。なお自動車を使用した場合は、次の額を徴収す

る。  

（１） 通常の事業の実施地域を超えた地点から、片道 10ｋｍまで 1,000 円  

（２） 通常の事業の実施地域を超えた地点から、片道 10ｋｍ以上 

１ｋｍ増すごとに 1,000円に 100 円を追加。 

② 用具の搬出入に特別な措置が必要な場合は、当該措置に要する費用についてその実費を徴収する。

諸事情による使用前の返品の場合には、送料として腰掛便座及び入浴補助用具は 2,500 円、その

他の用具は 2,000 円徴収するものとする。 

３. 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をした上で、

支払に同意する旨の文書に署名(記名押印)を受けることとする。 



４. 指定特定福祉用具販売又は指定特定介護予防福祉用具販売に係る販売費用の支払いを受けた場合は、

次に掲げる次項を記載した書面を利用者に対して交付するものとする。 

 ① 当該指定特定福祉用具販売事業所又は当該指定特定介護予防福祉用具販売事業所の名称、提供し 

た特定福祉用具の種目の名称、品目の名称及び販売費用額その他保険給付の申請のために必要と 

認められる事項を記載した証明書  

② 領収書  

③ 当該特定福祉用具販売又は特定介護予防福祉用具販売のパンフレットその他の当該特定福祉用 

具の概要 

 

（通常の事業の実施区域） 

第９条  

通常の実施区域は、青森県全域とする。 

 

（事故発生時の対応）  

第１０条  

１. 事業者は、利用者に対する事業の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当

該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。 

２. 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録する。 

３. 事業者は、利用者に対する事業の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やか

に行う。 

 

（苦情処理）  

第１１条  

１. 事業者は、提供した指定特定福祉用具販売又は指定特定介護予防福祉用具販売に対する利用者及びそ

の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等必要

な措置を講じる。 

２. 事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録する。 

３. 事業者は、提供した事業に関し、介護保険法第 23 条の規定により市町村が行う文書その他の物件の

提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦

情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。 

４. 事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善内容を市町村に報告する。  

５. 事業者は、提供した指定特定福祉用具販売又は指定特定介護予防福祉用具販売に係る利用者からの苦

情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指

導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。 

６. 事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国民健康保険

団体連合会に報告する。 

 



（虐待防止に関する事項） 

 第１２条  

１. 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又は再発を防止するため次の措置を講ずるものとする。  

① 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る。 

② 虐待防止のための指針の整備 

③ 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 

２. 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現 に養護す

る者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報する

ものとする。 

 

（衛生管理等） 

 第１３条  

１, 事業所は、従業者の清潔の保持と健康状態について必要な管理を行うとともに、事業所の設備及び備 

品について、衛生的な管理に努めることとする。 

２. 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じる

ものとする。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的

に実施する。 

 

（個人情報の保護） 

 第１４条 

１. 事業所は、利用者又は家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」 及び厚生労働省が 

策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し 

適切な取り扱いに努めるものとする。  

２. 事業者が得た利用者又は家族の個人情報については、事業者での介護サービス提供以外の目的では

原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については利用者又は家族の同意を、あらかじめ書

面により得るものとする。 

 

 

 

 



（ハラスメント対策）  

第１５条  

事業者は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において性的な言動または優越的な関係

を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確化等必要な措置を講じるものとする。（本契約を継続しがた

いと判断した場合は、契約を終了する場合もある。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第１６条 

１. 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定特定福祉用具販売（指定特定介

護予防福祉用具販売）の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

るものとする。 

２. 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施するものとする。 

３.  事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと

する。 

 

（その他運営についての留意事項） 

第１７条  

１. 事業者は、従業者の資質の向上のために研修の機会を次の通り設けるものとし、また、業務の執行体

制についても検証、整備する。 

  （１）採用時研修 採用後の一ヶ月以内  

（２）継続研修 年一回 

２. 福祉用具専門相談員は、常に自己研鑽に励み、指定福祉用具販売又は指定特定福祉用具販売の目的を 

達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努める。  

３. 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。また、従業者であった者も同様と 

する。  

４. 事業者は、従業者及び従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させる 

ため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内

容とする。 

５. 事業者は、利用者に対する事業の提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から 5 年間保存するも 

のとする。また、事業者は、請求及び受領に係る記録を整備し、その完結の日から５年間保存するも 

のとする。  

６. この規程に定めるものの他に、この事業所の運営に関する重要事項は株式会社オーティーエーと事業 

所の管理者との協議にもとづいて定めるものとする。 

 

 



附 則 令和 6 年 4 月１日 施行 

変 更 令和 6 年 4 月 1 日 第６条の３追加 第６条の５追加  

             第７条取扱い種目（選択制対象福祉用具追加） 



 

福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

契約書別紙（兼重要事項説明書） 
 
１．事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 株式会社 オーティーエー 

主たる事務所の所在地 〒030-0921 青森県青森市原別三丁目4番12-105号 

代表者（職名・氏名） 代表取締役 太田 悟 

電 話 番 号 017-736-1560 

ＦＡＸ 番 号 017-736-1580 

 

２．ご利用事業所の概要 

ご利用事業所の名称 さくらケアリース東青 

サービスの種類 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

事業所の所在地 〒030-0921 青森県青森市原別三丁目4-12-105号 

電話番号 ＦＡＸ番号 （電話）017-736-1560 （FAX）017-736-1580 

指定年月日・事業所番号 2024年1月1日指定 0270106669 

通常の事業の実施地域 青森県全域 

 

３．事業の目的と運営の方針 

 

事業の目的 
要介護又は要支援状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り

居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、生活の質の確保及

び向上を図るとともに、安心して日常生活を過ごすことができるよう、居宅

サービス又は介護予防サービスを提供することを目的とします。 

 

 

運営の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他

関係法令及びこの契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の

保健・医療・福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要介護

状態の軽減や悪化の防止、もしくは要介護状態となることの予防のため、

適切なサービスの提供に努めます。また利用者の人権の擁護、虐待の防止

等のため、必要な体制の整備を行うととともに、従業者に対し、研修を実

施する等の措置を講じるものとします。 

 

４．提供するサービスの内容 

福祉用具貸与（又は介護予防福祉用具貸与）は、福祉用具専門相談員が利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境等を踏まえた適切な福祉用具の選定の援助、取付け及び調整

等を行い、福祉用具を貸与することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り機能訓練に資

するとともに、介護者の負担軽減を図るサービスです。 

選択制の対象福祉用具の提供にあたっては、福祉用具専門相談員が、（介護予防）福祉用

具貸与又は（介護予防）特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できる事について、

利用者等に対し、メリット及びデメリットを含め十分説明を行う事とするとともに、利用

者の選択に当たって必要な情報を提供すること及び医師や専門職の意見、利用者の身体状

況等を踏まえ、提案を行うものとします。また６ヶ月に１回のモニタリングを行い、継続

の必要性について会議等で検討します。 



 

５．営業日時 

 

営業日 
月曜日から金曜日まで 

ただし、国民の祝日（振り替え休日を含む）及び年末年始（12月30日

から1月3日）及びお盆（8月13日から8月15日）を除きます。 

※電話等により、24時間常時連絡可能な体制とする。 

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分 

 

６．事業所の職員体制 

従業者の職種 勤務の形態・人数 

福祉用具専門相談員 常勤 2人、 非常勤 0人 

 

７．サービス提供の担当者 

あなたへのサービス提供の担当職員（福祉用具専門相談員）及びその管理責任者（管理

者） は下記のとおりです。 

 

ご不明な点やご要望等ありましたら、何でもお申し出ください。 

担当職員の氏名 福祉用具専門相談員 藤田 里奈 

管理責任者の氏名 管 理 者 藤田 里奈 

   

８．福祉用具の取扱い種目 

□ 車いす      ※１ 

□ 車いす付属品   ※１ 

□ 特殊寝台     ※１ 

□ 特殊寝台付属品  ※１ 

□ 床ずれ防止用具  ※１ 

□ 体位変換器    ※１ 

□ 手すり 

□ スロープ  

□ 歩行器 

□ 歩行補助つえ 

□ 認知症老人徘徊感知機器 ※１ 

□ 移動用リフト      ※１ 

□ 自動排泄処理装置    ※２ 

 

※１･･･要支援１～２及び要介護１の方については、原則として給付が認められません。 

※２･･･要介護４以上の方が給付の対象です。 

※対象外の方であっても一定の条件に当てはまる場合は、例外的に給付が認められる場合があり

ます。 

※選択制の対象福祉用具: 

固定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）、多点杖は、貸与又は

販売の選択をする事が出来ます。 



 

 

９．利用料 

（１）【基本料金】 

サービスを利用した際にお支払い頂く「利用者負担金（介護保険が適用された場合）」は、当

事業所のレンタル料金表によるものとし、原則サービスに要した利用料の１割（一定以上の所

得のある方は２割又は３割）の額となります。 

ただし、介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合、超えた額の全額をご負担

いただきます。また入院等により１か月のご利用日数が１５日未満の場合は、１か月分のご利

用料の半額となります。１６日以上のご利用の場合は、１か月分のご利用料の全額の額となり

ます。 

なお、サービスの利用開始月及び終了月毎における利用料の取り扱いは、次のとおりです。 

利用開始又は終了の時期 利用料 

利用開始日が開始月の１５日以前の場合 １か月分の利用料の全額 

利用開始日が開始月の１６日以降の場合 １か月分の利用料の半額 

利用終了日が終了月の１５日以前の場合 １か月分の利用料の半額 

利用終了日が終了月の１６日以降の場合 １か月分の利用料の全額 

利用開始日と終了日が同月の場合 １か月分の利用料の全額 

 

（２）【その他の費用】 

以下の事由に該当する場合は、別途その費用をご負担いただきます。 

 

（３）支払い方法 

（１）及び（２）の利用料（利用者負担分の金額）は、毎月１５日頃に前月分を請求しま

すので、次のいずれかの方法により月末までにお支払い下さい。 

お支払い後は、領収証を発行致します。 

お支払い方法は、現金集金又は銀行口座振込でお願い致します。 

振込先口座 

銀 行 名 青森みちのく銀行 戸山団地支店 

口 座 番 号 （普通）２０１４０３３ 

名 義 
株式会社オーティーエー 

代表取締役 太田 悟 

 
交通費 

通常の事業の実施地域を超えて福祉用具貸与等が行われる場合、その交通費に

ついて、通常の事業実施地域を越えた地点から、片道10㎞まで1000円。10㎞以

上の場合は、1㎞増すごとに1000円に100円追加となります。 

 
搬 出 

入費用 

福祉用具の搬出入に通常必要となる人数以上の従事者やクレーン車が必要に 

なる場合等、特別な措置が必要な場合は、その費用について実費を負担してい

ただきます。 

振込先口座 

銀 行 名 ゆうちょ銀行 八四八支店 

口 座 番 号 （普通）０９５５９８１ 

名 義 株式会社オーティーエー 



 

１０．緊急時及び事故発生時における対処方法 

利用者の体調や容体の急変、その他事故等の緊急事態が生じたときは、速やかに主治医及び家族、当

該利用者に係る居宅介護支援事業者等へ連絡を致します。また、事故等が発生した場合には、市町村

（保険者）等に事故報告の連絡を行います。 

 

主 治 医 

名  称  電話番号  

住  所  

家 族 （ 親 族 ） 

氏  名  電話番号  

住  所  

居宅介護支援事業者等 

名  称  電話番号  

住  所  

保 険 者 

名  称 福祉部介護保険課 電話番号 017-734-5257 

住  所 青森市新町１丁目３－７ 

 

１１.損害賠償保険の加入 
当社は下記のとおり損害賠償保険に加入しております。利用者様に対するサービス提供により賠償 

すべき事故等が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

保 険 会 社 名 損害保険ジャパン株式会社 

証 券 番 号 ３４７３８６８５６２ 

 

１２．苦情相談窓口 

（１）サービス提供に関する苦情や相談は、当事業所の下記の窓口でお受けします。 

 
 

事業所相談窓口 
電話番号 017-736-1560 

面接場所 当事業所の相談室  担当者：藤田 里奈 

 

（２）苦情相談等の処理体制 

① 
窓口に担当者が居る場合は、直接対応します。 

窓口に担当者が不在時は、他職員が対応し、担当者へ報告します。 

② 苦情・相談等の内容をよく伺い、状況を詳しく把握します。 

③ 
担当者が必要と判断する場合には、サービス提供担当職員を中心に検討会議を開き、

対応を検討します。 

④ 検討会議の結果、必ず具体的な対応を迅速に行います。 



 

⑤ 苦情対応の記録を保管すると共に改善に活用し、再発防止に努めます。 

 

（３）その他 

事業所以外に、市区町村の相談苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

相談苦情窓口等 電 話 

青森市役所 福祉部 介護保険課 ０１７－７３４－５２５７ 

平内町役場 保健福祉課  ０１７－７５５－２１１４ 

福祉サービス相談センター 

（青森県運営適正化委員会） 

             

０１７－７３１－３０３９ 

青森県国民健康保険団体連合会(直通) ０１７－７２３－１３０１ 

 

１３．サービスの利用にあたっての留意事項 

サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。 

（１）サービス提供の際、福祉用具専門相談員は次の業務を行うことができませんので、あらかじめご

了解ください。 

・福祉用具貸与の範囲を超えたサービス提供（金銭の預かり等） 

（２）福祉用具専門相談員に対し、贈り物や飲食物の提供などはお断りいたします。 

（３）体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに担当の介

護支援専門員（又は地域包括支援センター）又は当事業所の担当者へご連絡ください。 

 

１４．衛生管理等 

（１）従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２）回収した福祉用具及び事業所の設備若しくは備品について、衛生的な管理に努めます。 

（自社において福祉用具の消毒・保管を行う場合） 

・ 回収した福祉用具を、その種類、材質等からみて適切な消毒効果を有する方法により速やかに消毒す

るとともに、既に消毒が行われた福祉用具と消毒が行われていない福祉用具とを区分して保管しま

す。 

（福祉用具の消毒・保管を行う他の事業者に行わせる場合） 

 ・ 福祉用具の保管又は消毒に係る業務については、他の事業者へ委託する場合があります。また、

当該委託先事業者の業務の実施状況について、定期的（概ね１年ごと）に確認し、その結果等を

記録します。 

（３）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じます。 

     ①事業所における感染症の予防及びまん延の防止の為の対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

     ②事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

     ③事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的に実施します。 

 

１５．身分証携行義務 

（１）サービスを提供する従業者は常に身分証を携行し、利用者又は利用者の家族から提示を求められと

きは、いつでも身分証を提示します。



 

１６．秘密の保持、個人情報の取扱いについて 

（１）当事業所は、サービスを提供するうえで知りえた利用者及びその家族に関する秘密・個人情報につ

いては、利用者または第三者の生命・身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除い

て、第三者に漏らすことはありません。 

（２）あらかじめ文章により利用者及びその家族から同意を得た場合は、前項にかかわらず、情報を提供

することができます。 

（３）利用者の個人情報の取扱いについては個人情報保護法を遵守し、個人情報を用いる場合は事業者が

定める個人情報保護に関する規定に従い、対応します。 

なお、利用者の家族の個人情報についても同様です。 

（４）利用者及び利用者の家族の個人情報を使用する期間はサービス利用契約期間とします。 

 

１７．虐待の防止のための取組について 

（１）虐待防止に関する責任者は、以下の者を選定しています。 

 

 

 

 

（２）利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止する為次の措置を講じます。 

   ①虐待防止の為の対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う事ができるものとす

る。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

   ②虐待防止のための指針の整備 

   ③虐待を防止するための定期的な研修の実施 

   ④前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の配置 

 

（３）虐待等に関する利用者及びその家族からの虐待等に関する相談を対応するとともに、虐待等が明ら

かになった場合は速やかに市町村の窓口に通報します。 

 

１８. 業務継続計画の策定等 

  (１) 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定福祉用具貸与（指定介護予防

福祉用具貸与）の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じま

す。 

（２）事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な措置を講じます。 

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１９．サービスの提供内容に係る記録・保管 

（１）サービスを提供した際はサービスの内容等を記録します。また利用者からの申出があった場合は当

該情報を利用者に対して提供します。 

（２）サービス提供に係る記録を契約終了後２年間保管し、利用者の求めに応じて閲覧させ、又は複写物

を交付します。ただし、複写に際しては、利用者に対し、実費相当額を請求できるものとします。 

 

（虐待防止に関する責任者） 藤田 里奈 



 

年    月   日 

   

 

事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項を説明しました。

事 業 者 所在地 青森県青森市原別三丁目4-12-105号 

事業者（法人）名 株式会社 オーティーエー 
 

代表者職・氏名 代表取締役 太田 悟 印 

 

説明者職・氏名 管 理 者 藤田 里奈 印 

 

私は、事業者より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。 

また、この文書が契約書の別紙（一部）となることについても同意します。 

 

利 用 者 住 所  

 

 

氏 名 印 

 

電話番号 

 

署名代行者（又は法定代理人） 

住 所 

本人との続柄       （      ） 

電話番号 
 

 氏 名 
 

印 

    

立 会 人 住 

 

氏 

所 

 

名 

 

 

 

 

 
印 

 



  

特定福祉用具販売・特定介護予防福祉

用具販売に係る重要事項説明書 
 
１．事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 株式会社 オーティーエー 

主たる事務所の所在地 〒030-0921 青森県青森市原別三丁目4番12-105号 

代表者（職名・氏名） 代表取締役 太田 悟 

電 話 番 号 017-736-1560 

ＦＡＸ 番 号 017-736-1580 

 

２．ご利用事業所の概要 

ご利用事業所の名称 さくらケアリース東青 

サービスの種類 特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売 

事業所の所在地 〒030-0921 青森県青森市原別三丁目4-12-105号 

電話番号 ＦＡＸ番号 （電話）017-736-1560 （FAX）017-736-1580 

指定年月日・事業所番号 2024年1月1日指定 0270106669 

通常の事業の実施地域 青森県全域 

 

３．事業の目的と運営の方針 

 

 

事業の目的 

要介護又は要支援状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り

居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、生活の質の確保及

び向上を図るとともに、安心して日常生活を過ごすことができるよう、居宅

サービス又は介護予防サービスを提供することを目的とします。 

 

 

運営の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他

関係法令及びこの契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の

保健・医療・福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要介護

状態の軽減や悪化の防止、もしくは要介護状態となることの予防のため、

適切なサービスの提供に努めます。また利用者の人権の擁護、虐待の防止

等のため、必要な体制の整備を行うととともに、従業者に対し、研修を実

施する等の措置を講じるものとします。 

 

４．営業日時 

 

 

営業日 

月曜日から金曜日まで 

ただし、国民の祝日（振り替え休日を含む）及び年末年始（12月30日から1

月3日）及びお盆（8月13日から8月15日）を除きます。 

※電話等により、24時間常時連絡が可能な体制とする。 

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分 



  

５．事業所の職員体制 

管理者 藤田 里奈 

 

 常勤（人数） 非常勤（人数） 

 専従 兼任 専従 兼任 

 

管理者 

 

  ０人 

 

   １人 

 

   ０人 

 

  ０人 

 

福祉用具専門相談員 

 

  １人 

 

   ０人 

 

   ０人 

 

  ０人 

 

６.特定福祉用具販売の取扱い種目  

 

□ 腰掛便座  

□ 自動排泄処理装置の交換可能部品 

□ 排泄予測支援機器  

□ 入浴補助用具 ※１  

□ 簡易浴槽  

□ 移動用リフトのつり具の部分  

□ 固定用スロープ ※２ 

□ 歩行器（歩行車を除く）※２ 

□ 単点杖（松葉づえを除く）※２ 

□ 多点杖 ※２ 

 

※１･･･入浴補助用具とは、以下の①～⑦です。  

① 入浴用椅子  

② 浴槽用手すり  

③ 浴槽内椅子  

④ 入浴台  

⑤ 浴室内すのこ  

⑥ 浴槽内すのこ  

⑦ 入浴用介助ベルト  

※２･･･選択制対象福祉用具 

７.提供するサービスの内容及び費用等について  

（１）特定福祉用具販売計画の作成 

利用者の日常生活や心身の状況及び希望を踏まえ、サービスの目標、当該目標を達成す

るための具体的なサービスの内容等を記載した特定福祉用具販売計画を作成します。な

お、既に利用者の居宅サービス計画（又は介護予防サービス計画）が作成されている 場

合は、その内容に沿って当該計画を作成します。特定福祉用具販売計画の作成に当たっ

ては、その内容を利用者に説明し、同意を得たうえで、交付します。また、特定福祉用

具販売計画における目標の達成状況の確認を６ヶ月以内に一度確認します。 

（２）選択制の対象福祉用具の提供にあたっては、福祉用具専門相談員が、（介護予防）福祉

用具貸与又は（介護予防）特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できる事につい

て、利用者等に対し、メリット及びデメリットを含め十分説明を行う事とするととも

に、利用者の選択に当たって必要な情報を提供すること及び医師や専門職の意見、利用

者の身体状況等を踏まえ、提案を行うものとします。 

利用者等からの要請等に応じて、福祉用具の使用状況を確認し、必要な場合は、使用方

法の指導や修理等行うよう努めます。



  

  

（２）購入費用 

   特定福祉用具の購入にかかる「利用者負担金（介護保険が適用された場合）」は、請求書に記載さ

れている料金（以下、購入費という。）によるものとし、原則、購入費の１割 （一定以上の所得の

ある方は２割又は３割）の額となります。購入費と利用者負担金の差額については、市町村の窓口

等へ申請することで、被保険者もしくは指定福祉用具販売事業所に後日支給されます。介護保険を

適用する上で利用可能な購入費の上限額は、毎年４月１日～３月３１日の 12ヶ月間で10万円までと

なっており、超過分の購入費については全額（10 割）ご負担いただきます。また同一年度内におい

て、介護保険を適用し購入済みの種目を「再度」購入する場合は、原則、支給を受けられませんの

でご注意ください。 

（３）【その他の費用】 

以下の事由に該当する場合は、別途その費用をご負担いただきます。 

 

 

 

 

 

 

（４）支払い方法 

 

 

 

 

 

 

（１） 及び（２）の利用料（利用者負担分の金額）は、毎月１５日頃に前月分を請求しますので、 

次のいずれかの方法により月末までにお支払い下さい。 

お支払い後は、領収証を発行致します。 

お支払い方法は、現金集金又は銀行口座振込でお願い致します。 

 

８．緊急時及び事故発生時における対処方法 

利用者の体調や容体の急変、その他事故等の緊急事態が生じたときは、速やかに主治医及び家族、当

該利用者に係る居宅介護支援事業者等へ連絡を致します。また、事故等が発生した場合には、市町村

（保険者）等に事故報告の連絡を行います。 

 

商品不具合の際の連絡先       

 

担当者   藤田 里奈 

 
交通費 

通常の事業の実施地域を超えて福祉用具販売等が行われる場合、その交通費に

ついて、通常の事業実施地域を越えた地点から、片道10㎞まで1000円。10㎞以

上の場合は、1㎞増すごとに1000円に100円追加となります。 

 
搬 出 

入費用 

福祉用具の搬出入に通常必要となる人数以上の従事者やクレーン車が必要に 

なる場合等、特別な措置が必要な場合は、その費用について実費を負担してい

ただきます。 

振込先口座 

銀 行 名 ゆうちょ銀行 八四八支店 

口 座 番 号 （普通）０９５５９８１ 

名 義 株式会社オーティーエー 

振込先口座 

銀 行 名 みちのく銀行 戸山団地支店 

口 座 番 号 （普通）２０１４０３３ 

名 義 
株式会社オーティーエー 

代表取締役 太田 悟 

主 治 医 

名  称  電話番号  

住  所  



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９.損害賠償保険の加入 
当社は下記のとおり損害賠償保険に加入しております。利用者様に対するサービス提供により賠償 

すべき事故等が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

 

 

１０．苦情相談窓口 

（１）サービス提供に関する苦情や相談は、当事業所の下記の窓口でお受けします。 

 

 

 

（２）苦情相談等の処理体制 

① 
窓口に担当者が居る場合は、直接対応します。 

窓口に担当者が不在時は、他職員が対応し、担当者へ報告します。 

② 苦情・相談等の内容をよく伺い、状況を詳しく把握します。 

③ 
担当者が必要と判断する場合には、サービス提供担当職員を中心に検討会議を開き、

対応を検討します。 

④ 検討会議の結果、必ず具体的な対応を迅速に行います。 

⑤ 苦情対応の記録を保管すると共に改善に活用し、再発防止に努めます。 

 

（３）その他 

事業所以外に、市区町村の相談苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

家 族 （ 親 族 ） 

氏  名  電話番号  

住  所  

居宅介護支援事業者等 

名  称  電話番号  

住  所  

保 険 者 

名  称 福祉部介護保険課 電話番号 017-734-5257 

住  所 青森市新町１丁目３－７ 

保 険 会 社 名 損害保険ジャパン株式会社 

証 券 番 号 ３４７３８６８５６２ 

 

事業所相談窓口 
電話番号 017-736-1560 

面接場所 当事業所の相談室  担当者：藤田 里奈 

相談苦情窓口等 電 話 

青森市役所 福祉部 介護保険課 ０１７－７３４－５２５７ 

青森県国民健康保険団体連合会(直通) ０１７－７２３－１３０１ 



  

１１．衛生管理等 

（１）従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２）福祉用具及び事業所の設備若しくは備品について、衛生的な管理に努めます。 

（３）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じます。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止の為の対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その

結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

②事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

③事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的に実施します。 

 

１２．身分証携行義務 

（１）サービスを提供する従業者は常に身分証を携行し、利用者又は利用者の家族から提示を求められた

ときは、いつでも身分証を提示します。 

 

１３．秘密の保持、個人情報の取扱いについて 

（１）当事業所は、サービスを提供するうえで知りえた利用者及びその家族に関する秘密・個人情報につ

いては、利用者または第三者の生命・身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除い

て、第三者に漏らすことはありません。 

（２）あらかじめ文章により利用者及びその家族から同意を得た場合は、前項にかかわらず、情報を提供

することができます。 

 

 

 

（３）利用者の個人情報の取扱いについては個人情報保護法を遵守し、個人情報を用いる場合は事業者が

定める個人情報保護に関する規定に従い、対応します。 

なお、利用者の家族の個人情報についても同様です。 

（４）利用者及び利用者の家族の個人情報を使用する期間はサービス利用契約期間とします。 

 

１４．虐待の防止のための取組について 

（１）虐待防止に関する責任者は、以下の者を選定しています。 

（２）利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止する為次の措置を講じます。 

①虐待防止の為の対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う事ができるものとす

る。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

②虐待防止のための指針の整備 

③虐待を防止するための定期的な研修の実施 

④前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の配置 

（３）虐待等に関する利用者及びその家族からの虐待等に関する相談を対応するとともに、虐待等が明ら

かになった場合は速やかに市町村の窓口に通報します。 

 

１５. 業務継続計画の策定等 

(１) 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定福祉用具販売（指定介護予防

福祉用具販売）の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため 

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じま

す。 

（２）事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な措置を講じます。 

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１６．サービスの提供内容に係る記録・保管 

（１）サービスを提供した際はサービスの内容等を記録します。また利用者からの申出があった場合は当

該情報を利用者に対して提供します。 

（２）サービス提供に係る記録を契約終了後５年間保管し、利用者の求めに応じて閲覧させ、又は複写物

を交付します。ただし、複写に際しては、利用者に対し、実費相当額を請求できるものとします。

（虐待防止に関する責任者） 藤田 里奈 



  

 

年 月 日 

 

事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項を説明しました。

事 業 者 所在地 青森県青森市原別三丁目4-12-105号 

事業者（法人）名 株式会社 オーティーエー 

代表者職・氏名 代表取締役 太田 悟       印 

 

説明者職・氏名 管 理 者 藤田 里奈    印 

 
私は、事業者より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。 

また、この文書が契約書の別紙（一部）となることについても同意します。 

 

利 用 者 住 所 

 

氏 名 印 

 

電話番号 

 

署名代行者（又は法定代理人） 

住 所 

 

本人との続柄 

 
 

 氏 名 印 

立 会 人 住 

 

氏 

 

所 

 

名 

 

 

 
 

印 

 


